
一般質問通告書  令和 4年 2月 25日 

 

令和４年第１回 高千穂町議会定例会 

一般質問通告内容集約書 

高千穂町議会事務局 

【 8 名 11 件 】 

質問日 順 質問者 件数 件名 頁 

3月 14日

（月） 

10：00～ 

1 佐藤 定信 議員 1件 
1.令和５年１月任期満了となる町長選に

ついて 
1 

2 工藤 博志 議員 3件 

1.学校づくりについて 

2.原油高騰対策について 

3.地震対策と危機管理について 

1 

3 藤田 利廣 議員 1件 1.スポーツの振興について 3 

4 板倉 哲男 議員 2件 
1.不登校の対策について 

2.いじめの対策について 
5 

5 佐藤さつき 議員 1件 1.増加する空き家の税対策 13 

6 磯貝 助夫 議員 1件 
1.災害時における給水支援の強化につい

て 
14 

 

3月 15日

（火） 

10：00～ 

7 中島 早苗 議員 1件 1.子宮頸がんワクチン接種対応について 15 

8 田中 義了 議員 1件 1.日向灘地震の被災状況調査等について 17 
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順 質 問 者 件  名 質問の要旨 質問相手 

1 佐藤定信 

議員 

1.令和 5 年 1

月に任期満了

となる町長選

について 

 甲斐町政も来年 1 月 18 日をもって任期満了とな

り、1期目が終了する。 

 次期町長選について、いかがお考えか伺います。 

町長 

 

2 工藤博志

議員 

1.学校づくり

について 

 全国的な人口減少・高齢化が進行する中、児童生徒

も少子化とともに減少傾向にあることは否めません。

本町においては 10 数年前まで小中学校合せて 14 校

ありました。 

令和３年度小学校５校・中学校２校と半減しまし

た。統廃合された学校跡地は新たな施設の建築や地元

活性化協議会で有効利用され地域のシンボルとして

残されていることはありがたい事です。今後はさらに

小中学校の統廃合は進められると思いますが統廃合

の緩和策として、 

 

１.個性に応じた学習や都会の学校との交流学習を取

り入れた学校づくり 

 

２. 不登校や多くの児童・生徒の中になじめない子

供たちを受け入れる学校づくり 

 

３.伝統芸能の継承・キャンプ・登山・川遊びなど地

域住民との交流を深め相互に生きがいのある学校づ

くり 

 

など、田舎でしか味わえない特色と魅力ある新たな学

校づくりの考えを伺います。 

 義務教育というカリキュラムがあるなかでは、大変

厳しいハードルだろうと考えていますが地域外から

児童・生徒を受け入れることで移住者や交流人口増に

繋がることも期待できます。 

また、地方交付税には学校の校数や校長・教職員数

なども算入されていると聞きますので財源確保の観

点からも検討の価値はあると考えます。 

 

 

 

 

 

 

教育長 
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順 質 問 者 件   名 質問の要旨 質問相手 

2 工藤博志

議員 

 

2.原油高騰対

策について 

 

 原油高騰により社会経済活動におおきな影響が

発生しています。一般家庭ではストーブ・ボイラー

の燃料、農家は冬場の園芸作物であるキンカン・ス

イートピー・ラナンキュラスなどの加温機の燃料を

ほとんどの世帯が所有されており、自家用車の燃料

等々に町民の家計を圧迫し打撃を受けています。 

 これは新型コロナウイルス感染症による需要の

増減・産油国の政治的要素や気象変動が要因と言わ

れています。 

 国は急騰抑制策を発動し元売業者への支援を発

表しました。消費者に直接の反映効果は不透明であ

りまだまだ単価は高止まりです。 

 これまで飲食店への時短休業補償・全町民への現

金給付や子育て世帯への支援金、プレミアム付き商

品券等々あらゆる政策を打ち出してこられました

が、今回の原油高騰もコロナウイルス感染症が一因

であることから本町独自でも支援策を講じるべき

と考えますがいかがでしょうか伺います。 

町長 

3.地震対策と

危機管理につ

いて 

 令和４年１月 22日深夜、本町・延岡市・大分県で

最大震度５強の地震が発生しました。本町では特に

浅ヶ部・三田井東地区に被害が集中したようです

が、被災されました皆さん方には心からお見舞い申

し上げます。 

 今回の地震で断水による生活水の確保が大きな

課題となりました。上水道区域の水源地は現在、高

千穂峡周辺の一箇所のみです。今回以上と予測され

ている南海トラフ地震が迫りくる中、大災害に備え

自然流水型の水源地確保が必要かと考えますが、伺

います。 

 今回は町内一部に被害が集中しましたが、被害が

広範囲の場合には畜産農家の和牛の給水確保が懸

念されます。多頭飼育農家が増加傾向にあり、一度

に大量の水を必要とし毎日欠かせません。長期の断

水となれば、人畜ともに死活問題ともなりかねませ

ん。 

 川や用水路からの水源確保のための進入路整備

や断水となった地域への給水支援用の給水車の整

備を考えますが如何でしょうか、伺います。 

 

 

町長 
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順 質 問 者 件   名 質問の要旨 質問相手 

3 

 

藤田利廣

議員 

1.スポーツの

振興について 

 令和３年の市町村駅伝大会では町村の部で第９

位と健闘されましたが、選手の方々も役員の方々も

コロナ等で練習不足などの色々な諸問題があった

のではと思います。大変お疲れ様でした。ご苦労様

でした。 

しかしながら、毎年同じ行事に対して大会の準備

期間があれば何かの対策が必要ではないか。何故か

いつもその場しのぎの対応になっていると思われ

ます。 

五ヶ瀬町、日之影町は２チームを参加させていま

す。人口が減少している五ヶ瀬町、日之影町よりも

人口が多い高千穂町は 1チームしか参加していませ

ん。なぜ１チームしか出場しないのか、予算の関係

か、選手の関係か、いつも考えています。どうして

でしょうか。 

高千穂町には８名のスポーツ推進委員がおられ

ます。ここ数年はコロナ等で活動お聞きしません

が、今どのような活動をしておられますのか。スポ

ーツ推進委員ではミニテニス、グランドゴルフなど

のニュースポーツを推進して町民の健康増進に活

躍されましたが今はどうですか。グランドゴルフも

今はパークゴルフにかわってきています。高千穂町

には施設が無いのであまり普及していませんが、町

で施設を建設すれば良いのではないのでしようか。

高齢者の町民の利用者が普及していけば町の財政

などになると思われます。健康そして長生きする高

千穂町になると思います。高齢者の健康には笑いが

一番です。コミュニケーションの取れた場憩いの場

を提供することがいいのだと思います。 

町には空いた町有地があるのでその場（廃校グラ

ウンド）の利用、公園等の利用されては、どうかそ

の様な計画はどうですか。簡単にはいかないとは思

われます。しかしながら、町有地を遊ばせ管理する

ともったいないと思います。 

そこで教育長に伺います。 

 

1.スポーツ推進委員の活動は。これからどのような

活動されるのか。 

 

2.市町村駅伝大会には１チームか。２チーム。参加

させるのか。 

 

 

教育長 

＜次頁に続く＞ 
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3.社会体育関係の予算はそのままか。見直しはない

のか。 

 

4.施設の利用金の値下げの見直しはないのか 

 

5.高齢者の憩いの場を作る計画はどうなのか。（パ

ークゴルフ場） 

 

6.廃校グラウンドの利用はどうするのか。 

 

以上６点お伺いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜前頁から続く＞ 
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順 質 問 者 件   名 質問の要旨 質問相手 

4 

 

板倉哲男 

議員 

1.不登校の対

策について 

不登校児童生徒数(年間 30日以上欠席した者のう

ち、病気や経済的な理由による者を除いたもの)は

年々増加傾向にあります。文部科学省の発表による

と、令和２年度の全国の不登校児童生徒数は小学生

で 63,350人で 1,000人あたりでは 10.0人、中学生

では 13,2777人で、1,000人あたりでは 40.9人との

ことで、いずれも過去最多だそうです。本町の現在

の状況（令和４年１月時点）について町教育委員会

に確認したところ、小学生で３人で、1,000 人当た

り 5.7 人、中学生で 14 人で、1,000 人当たりでは

50.5人とのことでした。 

不登校が長期化すればひきこもりとなる可能性

があり、ひきこもりが長期化すれば 80 代の親が 50

代の引きこもりの子どもの生活を支えるという、

8050問題に発展する可能性もあります。こうしたこ

とは、本人や家族にとって、また社会にとっても望

ましいものではありません。そうならないよう、不

登校児童生徒に対する社会的自立に向けた支援が

求められます。 

国において、不登校児童生徒を支援するため、

2017年２月に「教育機会確保法」が施行されました。

基本理念のひとつに、「全ての児童生徒が豊かな学

校生活を送り、安心して教育を受けられるよう、学

校における環境の確保が図られるようにすること」

があります。つまり、全ての児童生徒が行きたいと

思うような魅力ある学校をつくる必要があります。 

あわせて、「不登校児童生徒が行う多様な学習活

動の実情を踏まえ、個々の不登校児童生徒の状況に

応じた必要な支援が行われるようにすること」とい

う基本理念もあります。つまり、学校に通学しない

場合においても、その児童生徒に合わせた形で学習

機会を確保できるよう支援をする必要があります。 

すでに、各校長のリーダーシップのもと、さまざ

まな支援が行われておりますが、全国的な増加傾向

を見る限り、支援をより手厚いものにする必要があ

ると思います。考えられうる施策には、次のような

ものがあると思います。 

 

 

教育長 

＜次頁に続く＞ 
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●少人数学級 

子どもたちの個性や能力や意欲は、他者から注目

されていると感じることで維持されると言われて

います。そうしたことから、少人数学級により、児

童生徒と向き合う時間を増やし、ひとりひとりにき

め細かい指導ができれば、学ぶ意欲は高まり、不登

校は減少すると思われます。山形県では 2002 年か

ら 33 人学級に取り組んでおり、その成果のひとつ

として、不登校児童生徒の減少が報告されていま

す。 

＜参考＞ 

山形県の不登校児童生徒数は、小学生で 1,000人

あたり 6.7 人、中学生で 1,000 人あたり 31.9 人と

なっており、全国平均よりも低くなっています

（2021年度「問題行動等調査」文部科学省）。 

本町の現状は、児童生徒数が少ないために、意図

的ではなく結果的に少人数学級が実現できている

事例があります。しかし、１学年の児童生徒数によ

っては、１学級が 35人以上となることもあります。

つまり、同じ学校においても、ある学年では少人数

学級が実現しているが、別の学年では実現できてい

ないということも起こり得ます。 

すでに、国、県において段階的に進められており

ますが、加えて、町独自の予算で、町内小中学校の

すべての学級において、少人数学級制を導入しては

どうかと思います。 

 

●ICTを活用した習熟度別学習 

不登校となるきっかけのひとつとして、学校での

学習についていけなくなることがあるようです。公

立の学校においても、それぞれの学力に応じた習熟

度別指導をしている学校もありますが、本町では教

員数の関係で、習熟度別指導は行われていないとの

ことです。 

しかし、現在、GIGAスクール構想のもと、児童生

徒ひとりひとりにタブレットが貸与されています。

そして、GIGAスクール構想の目的こそ、ICTを活用

し個別最適化した教育の実現です。 

 ＜次頁に続く＞ 

＜前頁から続き＞ 
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現在のタブレットには、ドリルや問題集のような

ソフトが入っていないとのことですが、学習用ソフ

トを導入し、習熟度別学習に取り組むべきだと思い

ます。 

 

●コンピュータゲームの活用 

コンピュータゲーム（以下、ゲーム）については、

その弊害に目がいきがちですが、日常生活に支障を

きたさない範囲であれば、問題はないと思います。

実情として、現在の子どもたちの多くは、ゲームで

遊びます。ゲームを通して、友達とコミュニケーシ

ョンをとり、友情を深めることもあります。 

そうしたことから、ゲームを教育現場に取り入れ

る学校もでてきています。中には、ゲームを活用し

た問題解決型学習を実施し、教育界のノーベル賞と

呼ばれる「グローバルティーチャー賞」を受賞した

日本人教師もいます。また最近は、ゲームをスポー

ツとしてとらえる eスポーツについても認知が広が

っており、部活動として eスポーツに取り組む学校

もあります。 

学校でゲームができることは、多くの生徒にとっ

て、学校の魅力に繋がるのではないかと思います。 

 

●早期対応のためのマニュアル 

不登校が起きた場合、初期の対応が非常に重要だ

といわれています。しかし、対応する現場の教職員

の多くは、カウンセリングの専門知識が豊富な人ば

かりではありません。そのため、どのような対応を

すればよいのかわからないという事態も起こりえ

ます。そうならないよう、不登校に早期に対応する

ため、マニュアルを作成している自治体もありま

す。 

町教育委員会は、不登校に対応するマニュアルを

作成しておらず、県教育委員会が作成したマニュア

ルを参考としているとのことですが、マニュアルを

より実効性のあるものにするためにも、先進自治体

の事例を参考に、町教育委員会としてのマニュアル

作成に取り組んではどうかと思います。 

 ＜次頁に続く＞ 

＜前頁から続き＞ 
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●タブレットの持ち帰り、及び通信環境の整備 

現在、ＧＩＧＡスクール構想により、生徒一人に

一台のタブレットが全小中学校に配備されていま

す。タブレットの持ち帰りについては、自治体によ

り対応は様々で、認めているところもあれば、認め

ていないところもあり、本町は現在のところ認めて

いないとのことです。つまり、現在、不登校の児童

生徒については、タブレットを活用することができ

ておりません。 

学校ではタブレットを使えるが、不登校の児童生

徒はタブレットを使えないという現状は、教育機会

確保法の理念とは反していると思います。タブレッ

トの持ち帰りを認め、不登校の児童生徒が自宅など

校外において活用できるようにするべきだと思い

ます。 

また、家庭環境によっては、通信環境がない家庭

もあると思います。そうした家庭においても、教育

機会確保法の理念のもと、学校と同様の環境を整備

する必要があることから、モバイル Wi-Fiの貸与も

するべきだと思います。 

 

●タブレットを活用した授業、ホームルーム 

熊本市や北九州市では、不登校の児童生徒を対象

に、タブレットを活用したオンライン授業を実施し

ています。学校に登校はできないものの、オンライ

ン授業なら参加できる生徒もおり、一定の成果を上

げているようです。本町においてもオンライン授業

を検討してはどうでしょうか。 

あるいは、オンラインでホームルームをするだけ

でも、有効な支援となると思います。不登校の状態

になると生活リズムが崩れがちですが、毎日、決ま

った時間にオンラインでホームルームをすること

で、規則正しい生活リズムを維持しやすくなりま

す。さらに、画面越しでも顔を見ることで、児童生

徒の様子を把握しやすくなります。こうしたことか

ら、オンラインでのホームルームを実施するべきだ

と思います。 

 

 ＜次頁に続く＞ 

＜前頁から続き＞ 
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以上を踏まえ、以下について、教育長に伺います。 

 

１．町独自の予算で、町内小中学校のすべての学級

において、少人数学級制を導入してはいかがでしょ

うか。 

 

２．タブレットに学習用ソフトを導入し、習熟度別

学習に取り組んではいかがでしょうか。 

 

３．教育や部活にコンピュータゲームを取り入れて

はどうでしょうか。 

 

４．不登校に早期に対応するため、町教育委員会と

してのマニュアル作成に取り組んではどうかと思

います。 

 

５．タブレットの持ち帰りを認め、不登校の児童生

徒が自宅など校外において活用できるようにして

はいかがでしょうか。 

 

６．通信環境のない家庭については、モバイル Wi-

Fiの貸与をしてはいかがでしょうか。 

 

７．不登校の児童生徒に対し、タブレットを活用し

たオンラインの授業をしてはいかがでしょうか。 

 

８．不登校の児童生徒に対し、タブレットを活用し

たオンラインのホームルームをしてはいかがでし

ょうか。 

 

 

2.いじめの対

策について 

全国のいじめの認知件数は増加傾向にあります。

全国の様々な事例の中には、いじめが原因で、時と

して取り返しのつかない事態となっていることも

あり、大変心が痛みます。 

本町のいじめの状況について町教育委員会に確

認したところ、平成 30年度 111 件、令和元年度 99

件、令和２年度 109件、令和３年度（12月末時点） 

 

町長 

教育長 

＜前頁から続き＞ 

＜次頁に続く＞ 
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53件とのことです。幸い、いじめ防止対策推進法で

定められた重大事態（生命、心身又は財産に対する

重大な被害、または相当の期間学校を欠席すること

を余儀なくされている状態）は、発生していないと

のことです。 

本町では、「いじめはどこにでもある」「いじめを

見逃さない」という認識のもと、毎月のいじめ調査

など、町教育委員会や各学校のいじめ防止基本方針

を元にした取り組みが行われていますが、いじめ防

止に向けた、より一層の対策を講じる必要があると

思います。 

 

●タブレットを活用した SOSの発信、相談体制 

いじめ対策については、早期発見、早期対応が求

められます。しかし、児童生徒にとって、先生に相

談すること自体が、とても心理的ハードルがあると

思います。一方、タブレットを活用することで、例

えば、ボタン一つで SOSを発信できるツールであれ

ば、心理的ハードルを下げられると思います。タブ

レットを活用した SOSの発信、相談体制を整備して

はどうかと思います。 

 

●いじめ調査の項目の統一と無記名化 

毎月のいじめ調査は、児童生徒を対象に、アンケ

ート形式で行っているとのことです。調査項目は各

学校の任意となっており、町内で統一されたものに

なっていないようです。調査方法が異なれば、調査

結果にも違いが出てくる可能性があり、そうなれば

各学校の状況を比較検討したり情報共有が正しく

できなくなります。町内の小学校低学年・小学校高

学年・中学生で項目を統一したいじめ調査をするべ

きだと思います。 

また、現在、小学生は記名式、中学生は無記名式

で調査をしているとのことですが、文部科学省国立

教育政策研究所が発行している生徒指導リーフに

よれば、いじめ調査のアンケートは無記名でするべ

きとの旨が書かれています。深刻ないじめほど、記

名式では書けないからです。 

 

＜前頁から続き＞ 

＜次頁に続く＞ 
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また、いじめアンケートは、被害者や加害者の発

見を目的にするべきではないとの旨も書かれてい

ます。発見を目的にアンケートを実施すると、発見

できた事例にのみ意識が集中し、アンケートにより

発見できていない深刻な事例ほど、見過ごされる危

険があるからです。そのため、小学生対象のいじめ

調査についても無記名式のほうがよいのではない

かと思います。 

 

●町内小中学校間の連携・情報共有 

国立教育政策研究所は、「どのように策定・実施し

たら，「学校いじめ防止基本方針」が実効性のあるも

のになるのか？」という報告書を出しています。そ

れによると、中学校区などにおける複数の小中学校

で合同で、定期的に、学校いじめ防止基本方針の点

検と見直しを行い、その結果を全教職員が合同研修

会などで共有することが、いじめの未然防止に有効

だとしています。 

いじめ調査の項目の統一などをふくめ、町内小中

学校間の連携・情報共有を強化するべきだと思いま

す。 

 

●行政的アプローチ、および法的アプローチ 

いじめを認知した際は、被害児童生徒・加害児童

生徒からの聞き取り、加害児童生徒へ反省を促す指

導など、教育的アプローチが取られます。しかし、

全国の事例を見ると、結果的に教育的アプローチだ

けでは対応できなかった事例も見受けられます。ま

た、教育行政の政治的中立性を確保する観点から、

いじめの重大事態が発生したとしても、首長部局は

迅速な対応ができないことがほとんどです。 

そこで、現在、いじめ対策として注目されている

のが、大阪府寝屋川市の行政的アプローチ、および

法的アプローチです。寝屋川市では、「寝屋川市子ど

もたちをいじめから守るための条例」を制定し、市

長（部局）が、子供やその保護者あるいは学校など

に対して直接に調査をおこなうことが可能とする

など、市長の権限を強化しています。 

 

＜前頁から続き＞ 

＜次頁に続く＞ 
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これにより、いじめの初期段階から首長部局の行

政が積極的に関わる行政的アプローチを可能とし、

いじめの早期解決を図っています。さらに、被害者

が加害者に対して精神的苦痛などによる賠償請求

を行う場合は、経済的に支援するなど、法的アプロ

ーチも制度化されています。 

寝屋川市では、これまでにいじめの重大事態の発

生はなかったものの、子供の命を守ることを最優先

に考え、こうした取り組みをしているそうです。そ

の成果として、首長部局が対応した全件（2020年度

169件、2021年度 146件）について、１ヵ月以内に

いじめの終結を確認できているそうです。 

本町においても、寝屋川市と同様の条例を制定

し、行政的アプローチ、法的アプローチを導入する

べきだと思います。 

以上を踏まえ、以下について、教育長に伺います。 

 

１．タブレットを活用した SOSの発信、相談体制を

整備してはいかがでしょうか。 

 

２．いじめ調査の項目を、町内で統一してはいかが

でしょうか。 

 

３．いじめ調査は全て無記名で実施してはいかがで

しょうか。 

 

４．町内小中学校が合同で、学校いじめ防止基本方

針の点検と見直し、さらには合同研修会などを開催

し、町内小中学校間の連携・情報共有を強化するべ

きと思いますが、いかがでしょうか。 

 

また、以下について、町長に伺います。 

 

５．寝屋川市と同様の条例を制定し、行政的アプロ

ーチ、法的アプローチを導入するべきだと思います

がいかがでしょうか。 

 

 

 
 

＜前頁から続き＞ 



  令和 4年第 1回定例会 一般質問通告内容集約書 

13 

順 質 問 者 件  名 質問の要旨 質問相手 

5 佐藤さつき

議員 

1.増加する空

き家の税対策 

平成 30 年２月に発表された高千穂町空き家対策

において、高千穂町には同年１月時点で 603棟の空

き家があると調査の結果発表されている。しかし、

空き家対策として移住事業を行う際の報告による

と、空き家対策計画を発表したあと空き家は増加し

ているにもかかわらず、再利用が難しいとのことで

ある。 

空き家の再利用が難しい理由の中に所有者が未

確定の物件や、県外に居住しているため所有者と連

絡がつかないなどの理由があることがわかってい

る。まずは、所有者と連絡をとり、空き家を明確な

物件にすることが貸し出す側も利用する側も必要

だと考える。 

そのような問題を解決し、少しでも再利用を進め

るための課題解決として、固定資産税の納税などの

事務的な処理を進めることが必要だと考える。少し

でも空き家再利用を進めやすくするための対策と

して次の事を伺いたい。 

 

１ 現在所有者不明の家屋はどれくらいの数か。 

 

２ 空き家の所有者と連絡がつかないため税収納

が出来ない物件は何件か。また、税収納が出来ない

ため欠損になった件数は。 

 

３ 税収納が出来ない空き家が再利用されている

事例はあるのか。 

 

４ 高千穂町空き家対策計画において相続対策も

明記されているが行われているか。 

 

５ 町として問題解決の対策は。 

 

６ 令和３年 12 月議会の補正予算でとりいれた行

政書士の役割と実績は。 

町長 
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順 質 問 者 件   名 質問の要旨 質問相手 

6 磯貝助夫

議員 

1.災害時にお

ける給水支援

の強化につい

て 

 令和４年１月 22 日に南海トラフ地震の想定震源

地域で震度５強の地震が発生し、人命に関わる大き

な被害は無かったが、一部地区での断水の被害は発

生した。近年見られる過去にない規模の豪雨や、今

後 30 年間に 90％程度の確率で発生するであろう南

海トラフ地震など、大規模災害が発生すれば、給水

施設の故障や、停電による断水が発生し、医療・福

祉施設及び住民への直接的な給水支援が必要にな

る可能性が大きいと思われる。 

 高千穂町地域防災計画に、各種災害発生時におけ

るライフライン施設の機能確保が明記されており、

「町上下水道課及び簡易水道管理者は、災害時にお

ける応急給水体制や応急復旧体制等の整備を図り、

飲料水及び生活用水等を確保するために関係機関

と連携し、積極的に対応する。 

 また、基幹的施設等の安全性を確保するととも

に、給水区域のブロック化やグループ化など給水へ

の影響を最小限におさえられるよう、安全性の高い

水道システムを構築し、災害に強い水道施設づくり

を推進しなければならない。」とあり、災害に強い水

道施設の推進が、町民の命を救う水の確保につなが

ると思う。 

 また、平時においては、渇水やポンプの故障によ

る受水槽への給水活動は、西臼杵広域行政事務組合

消防本部が行なっており、令和３年は、出動日数 34

日、回数 100回、総給水量 495トンの支援を行なっ

ているが、災害時は、本来の任務である火災、救援、

警戒、救急の業務に専念することとなり、給水支援

は出来ないと思われる。直接的な給水支援は、医療・

福祉施設への迅速な対応が必要であり、避難所及び

被災地域への、きれいな水の供給が急がれる。 

町長に問う。 

 

１ 災害に強い水道施設の構築は推進しているの

か。 

 

２ 災害による、医療・福祉施設や住民の命をつな

ぐ水の確保、搬送は万全か。 

 

３ 町管理の水槽車が必要ではないか。                     

町長 
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順 質 問 者 件   名 質問の要旨 質問相手 

7 中島早苗

議員 

1.子宮頸がん

ワクチン接種

対応について 

子宮頸がんの原因は、90％以上がＨＰＶ、ヒトパ

ピローマウイルスによるもので女性の半数以上が

一度は感染すると言われています。毎年約 1 万

1,000 人がかかり、約 2,800 人が亡くなっておりま

す。 

予防としてワクチン接種と検診が効果的で 100ヶ

国以上の国でワクチン接種が行われております。 

日本ではＨＰＶワクチンの予防接種は平成 25 年

４月から定期接種となりましたが、接種後にワクチ

ンと無関係と言い切れない持続的な痛みがあると

いう報告が増えたため国は、同年６月から定期接種

という位置付けは変えずに個別に予診票を送るな

どの積極的勧奨を差し控えていました。 

そんな中、国は令和２年 10 月と令和３年１月の

二度にわたり、ＨＰＶ感染症の定期接種の対応、及

び対象者等への周知について通知を出し市町村に

定期接種対象者への情報提供の徹底を求めました。 

そして、令和３年 11 月厚生労働省が開催した専

門家会議で最近の知見を踏まえ、改めてＨＰＶワク

チンの安全性が他の定期接種のワクチンと比べて

特に低いわけではないことが確認され、接種によっ

て子宮頸がんを予防できるという有効性が副反応

リスクを明らかに上回ると認められました。 

これらのことをふまえ、令和３年 11月 26日に積

極的勧奨を再開する事が決定しました。 

そこで本町においてのこれまでの対応とその結

果、そして今後の対応について次の事を伺います。 

 

①積極的勧奨差し控えるとした平成 25 年から令和

３年の再開までの本町の対応について 

 

②積極的勧奨差し控えている状況の中、令和２年 10

月と令和３年１月に国から対象者への情報提供に

ついて指示がありましたがどのように周知された

か。 

 

③積極的勧奨が再開されますが、対象者への情報提

供について 

 

町長 

＜次頁に続く＞ 
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④積極的勧奨差し控えにより無料接種の機会を逃

した方への対応はどのようにされるのか。 

 

⑤積極的勧奨再開に向け町長の考えをお尋ねしま

す。 

 

以上５点について伺います。 

 

 

＜前頁から続き＞ 
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順 質 問 者 件   名 質問の要旨 質問相手 

8 田中義了

議員 

1.日向灘地震

の被災状況調

査等について 

 １月 22日未明に高千穂町で最大震度５強を観測

した日向灘地震の被災状況調査及びその被災内

容、また、被災町民に対する支援対応、さらに今

後の防災対策について伺います。 

 

1 防災無線は活用されたのか。 

(１)地震災害対策本部は設置されたのか。 

(２)防災無線の普及率はどうなっているのか。 

(３)町民の住宅以外の町内にある事業所などにも

無償設置を推進すべきではないか。高千穂町を

訪れる多くの観光客のために、また、事業所で

働いている消防団員のため。 

 

２ 気象庁宮崎地方気象台への被災状況報告内容

を伺いたい。 

 

３ 高千穂町の被災状況調査の体制とその調査手

法について伺いたい。 

(１)人的被害調査における警察署、西臼杵支庁、

消防団との連携体制を伺いたい。 

(２)公的施設（建物・工作物）の亀裂や破損状況

調査 

(３)町道の崩壊状況調査 

(４)上下水道の漏水・断水状況調査 

  断水地域の給水支援対策 

  断水による企業会計の収益に与える影響は。 

 

４ 無償貸付している高千穂鉄道跡の建物・鉄路

とその沿線の崖地・橋梁・隧道の被災状況調査 

 

５ 防災マップの活用について 

 令和３年３月に発行された防災マップについて

再度ＰＲすべきではないか。 

町長 

 
 


